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怒りのターゲット

　人類は見えない敵・新型コロナ
ウイルスになすすべもなく翻弄さ
れている。人類は宇宙へロケット
を飛ばし、最悪のケースとして大
量殺戮を可能にする原子爆弾を創
り出す科学レベルに達しても、人
類の同居人とも言うべき厄介者の
ウイルス研究を怠っていたために、
地球的規模で人類自らの被害を拡
大させることになった。
　武漢から無策のまま世界へ流出
したウイルスは、中国の海外旅行
ブームなどの波に乗って、瞬時に
して世界へ拡散した。その昔、
14世紀に全ヨーロッパで猛威を
ふるった恐怖の腺ペスト（黒死
病）は、はるばる中央アジアから
ペスト菌のついたノミのたかった
毛皮がヨーロッパに運ばれて、当
時のヨーロッパ全人口の４分の１
が失われ、なかには死亡率70％
という都市もあったと伝えられて
いる。昔と現在とではウイルスの
伝染速度が異なることは言うまで
もない。

　武漢発の新型コロナウイルスは、
あっという間に日本、韓国、全ヨ
ーロッパ、米国へと拡散した。こ
れらの国々が世界の政治・経済を
牽引しているだけに、その影響は
甚大である。今後、医療体制の整
備が遅れているアフリカ、アジア、
中南米、島嶼国などに伝染すると、
その被害はより大きくなると予想
される。
　なかでも米国はニューヨークに
見られるように、先進国の中で最
大の被害者（死者）を出している。
とにかくドナルド・トランプ大統
領の憤激は収まらない。怒りの最
大の矛先は中国であるが、当面は
中国寄りと見られる行動をとった
世界保健機関（WHO）のテドロ
ス・アダノム（エチオピア人）事
務局長へ怒りの矛先を向け激しく
非難している。
　WHOは中国の意向に沿って、
パンデミック（世界的大流行）の
宣言を遅らせたために世界規模の
感染拡大を引き起こしたとトラン
プ大統領は非難し、WHO予算全
体の４分の１ほどに当たる拠出金

（年間約４億ドル＝約430億円）
の支払い停止、そしてテドロス事
務局長の更迭を求めている。
WHOにとって、米国は最大の資
金拠出国であるだけに、米国の出
方によっては最大の経営的危機を
迎えることになりかねない。
　一方、中国は４月23日、火に
油を注ぐように約32億円（3,000
万ドル相当）をWHOに寄付する
ことを明らかにした。これまでに
2,000万ドルを寄付しているの
で、その総額は5,000万ドルに達
する。このように米中はWHOを
はさんだ新型コロナそっちのけの
対立の火花を散らしている。米国
の国内を見ると、中国への損害賠
償を求める訴訟が起きるほど、対
中感情が市民レベルでも高まって
おり、これまでと違う形で市民を
巻き込んだ米中の関係悪化が懸念
される。

存在が問われるWHO

　トランプ米大統領によるWHO
事務局長テドロス氏への更迭要求
は、事務局長就任の時、WHOの

最高意思決定機関である総会で選
出されているので、恐らく更迭の
時も総会の決議が必要になること
を念頭に置かなければならないだ
ろう。なにしろ、WHOには194カ
国と地域が加盟しているので、そ
う簡単な話ではない。仮に総会で
更迭を決めようとしても、アフリ
カ諸国など中国寄りの途上国メン
バーが多数を占めているので、決
して米国に有利になるとは限らな
い。場合によっては米国のWHO
離脱も想定される。そうなると、
WHOは大きなスポンサーを失う
ことになり、結果としては多くの
貧しい途上国が衛生・保健の面で
多大な損失を被ることになる。
　WHOの歴史を少し振り返って
見よう。筆者も取材経験があるが、
第１に天然痘の撲滅があげられる。
1970年頃、世界の天然痘患者の
数は1,000～1,500万人に達して
いた。ところが、その後、南アジ
アと南米で相次いで撲滅宣言され、
1977年にはアフリカのソマリア
に天然痘を追い込んで撲滅が完了
した。さらに、WHOはポリオ
（急性灰白髄炎）撲滅をターゲッ
トとし、88年に「世界ポリオ撲
滅計画」を開始した。95年から
はアフリカのオンコセルカ症（河
川盲目症）撲滅も進められた。日
本も政府開発援助（ODA）ベー
スの医学専門家派遣などで貢献し
ている。そして、これからも現在
進行中の持続可能な開発目標
（SDGs）の目標３「すべての人
に健康と福祉を」にとっても、
WHOの役割は欠かせない。
　貧しい人々の生存のためにも

WHOを舞台に米中の大国が競い、
WHOを政争の舞台にしないでほ
しい。今回の中国のようにWHO
のパンデミック宣言のタイミング
を操作するような政治工作があっ
たとしたら、国際機関の中立性を
守る上で大きな汚点を残すことに
なる。

世界ウイルス研究所の創設

　とにかくアジア、ヨーロッパを
含むユーラシア大陸を起源とする
病原菌は、その歴史を見ても世界
各地で猛威をふるい、アフリカ、
太平洋諸島、南北両アメリカで抵
抗力のない多くの先住民たちの人
口を減少させた。例えば、コロン
ブスのアメリカ大陸発見以降、
200年もたたないうちにアメリカ
先住民の人口は95％も減少した
と推定されている。1519年のコ
ルテスによるアステカ帝国（メキ
シコ）征服、そして1531年のピ
サロによるインカ帝国の征服も、
実は武力と言うよりヨーロッパ人
の持ち込んだユーラシア大陸育ち

の病原菌（ウイルス）で自滅した
と伝えられている。
　新型コロナウイルスは、今後も
一層強靭化して人類に襲いかかっ
てくるだろう。私たち人類は再度、
襲い来るウイルスに対処するため
に、人類一丸となって、ウイルス
研究を強力に持続すべく、世界の
英知を集めた画期的なウイルス研
究所を創設することが急がれる。
　世界（人類）が得体のしれない
ウイルスで大混乱に陥り、多くの
生命と財産が奪われることを考え
ると、国益なるものを超越した地
球規模でのウイルス研究所の創設
を構想すべきであろう。世界の大
国では武漢ウイルス研究所のよう
に各々ウイルス研究所を設けて、
密かに戦略的にウイルス研究を行
っているようだが、もし、ウイル
ス研究を原爆のように戦略的発想
で研究しているとすれば、人類の
終末を予言するような恐怖を感じ
てならない。人類はもっと英明に
ならなければならない。そうでな
いとウイルスには勝てない。

新型コロナをめぐる米中対立
人類の英知集めたウイルス研究所を

香港に近く地の利の良い深圳の塩田港。この港の近代化にODAの円借款が供与された
＝1995年5月筆者撮影
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特集

コロナ危機が問う国際協力
地球を揺るがす感染症リスク地球を揺るがす感染症リスク地球を揺るがす感染症リスク

中国の武漢で発生した新型コロナウイルスは瞬く間に全世界へ広まり、人の移動や貿易活動の
停滞など、人々の生活や経済活動に影響を及ぼしている。さらなる感染拡大を防ぎ、新たなパン
デミックを防ぐための新次元の感染症対策が求められる中、国際保健協力の在り方は今後、どう
変わっていくのか。最前線で感染症と戦うアクターたちの展望を聞く。
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給食の前に手を洗うリベリアの子供たち。2014年にエボラウイルス病が
流行した後、手洗いが徹底されている＝Dominic Chavez / 世界銀行

2．援助の行方
 世界銀行 保健・栄養・人口グローバルディレクター　ムハマド・パテ氏
 アフリカ開発銀行（AfDB） 副総裁　カレド・シェリフ氏
 国際協力機構（JICA） 人間開発部 保健第一グループ 課長　平岡 久和氏
 ベトナム国立衛生疫学研究所（NIHE） 所長　ダン・ドゥック・アイン氏

3．治療薬開発と遠隔医療の今
エーザイ（株）

 アジア遠隔医療開発センター（TEMDEC）

4．日本の役割は
新設の「緊急支援円借款」、迅速化が課題

1．これからのグローバルヘルス
 参議院議員 自由民主党　武見 敬三氏
 長崎大学大学院 教授／熱帯医学・グローバルヘルス研究科長　北 潔氏
 （特活）シェア＝国際保健協力市民の会 代表理事　仲佐 保氏

感染症の脅威に立ち向かう国際社会
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最大の盲点は国内対策の不備

　2016年のG７伊勢志摩サミッ
トで打ち出された「国際保健のた
めのG７伊勢志摩ビジョン」では、
グローバルヘルスの取り組みを促
進させる４つのアジェンダを提示
している。このうちの２つは、公
衆衛生上の緊急時に備えたグロー
バルヘルスの枠組みの強化と、ユ
ニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（UHC）の達成に向けた保健シ
ステムの強化だ。
　前者では、具体的な施策として
感染症流行時における世界保健機
関（WHO）と国連人道問題調整
事務所（OCHA）の新たな連携
スキームの構築や、WHO憲章に
基づく国際保健規則（IHR）が定
めるコア・キャパシティの強化が
求められている。コア・キャパシ
ティとは、平時の衛生管理や感染
症の流行など有事の対応に関して
最低限備えておくべき能力を指す。
これを受けて、公衆衛生上の危機
管理体制の構築とUHCの達成は
コインの表裏の関係にあることが

グローバルヘルスの“常識”とな
った。そして、こうした動きを主
導した日本の存在感も高まった。
　だが今回の新型コロナウイルス
の感染拡大では、既存のグローバ
ルヘルス体制の課題が浮き彫りに
なった。一つは、IHRが各国で十
分に遵守されていないことだ。例
えば、IHRでは公衆衛生上の危機
を引き起こす可能性のある事象が
起こった場合、WHOへの通告義
務を課している。ただ、違反した
国に対して罰則などの具体的な措
置は設けられていないため、自国
に不利益だと判断した場合に
WHOへ通告しない国もいる。こ
れは中国に限った話ではない。
　それに日本も、国内のコア・キ
ャパシティの不十分さが露呈した。
例えば、日本には中・小規模の感
染症流行時の具体的な対処方針が
ない。私は以前より具体化を進言
してきたが叶わなかった。また、
内閣官房には感染症の専門家がい
ない。本来であれば感染症担当の
危機管理監と専門家チームを常設
し、彼らが国内外の情報収集・分

析や国内対策を指揮すべきだ。
　日本は、03年の重症急性呼吸
器症候群（SARS）の国内感染者
数が少なく、09年の新型インフ
ルエンザでも人口10万人当たり
の死亡率がカナダの1.32、韓国
の0.53に対し、日本は0.16だっ
た。質の高い地域医療とこれらの
実績から「感染症に対処できる」
という安心感と油断があった中で
国内体制の不備に気づけなかった。
これは最大の盲点だ。
　一方、韓国や台湾は新型コロナ
の早期制圧に成功し、医療崩壊も
回避した。SARSなどの経験を生
かし、検査体制の構築やデジタル
技術を駆使した感染者の追跡調査、
陽性患者の病院への収容の仕組み
が平時からあり、有事の際にはい
ち早く保健医療サービスの体制を
組み替えるというルール化もすで
にできていた。

アジア健康構想の推進を

　グローバルヘルスの今後の課題
は、各国にIHRの遵守を徹底させ
ていくことにあるだろう。さらに

言えば、WHOの改革も必要だ。
一つはWHOのカントリーオフィ
スの能力強化だ。WHOでは福利
厚生が充実している本部勤務を志
望する人が多く、優秀な人材は本
部に集まる。そして、定期的な職
員の異動はない。優秀な人材をバ
ランスよく配置するような人事の
仕組みづくりが欠かせない。
　日本としては、今後もグローバ
ルヘルス分野においてイニシアチ
ブを発揮していくべきだ。先進国
では米国の感染症対策の体制が弱
体化している中、その役割は一段
と重要だ。日本政府は「感染症流
行対策イノベーション連合」
（CEPI）への106億円の拠出を
今年度の補正予算で決定した。
CEPIは、17年に発足したワクチ
ン開発を促進する国際的な官民連
携パートナーシップだ。さらに政
府は、Gaviワクチンアライアン
スへも110億円を拠出し、ワクチ
ンの運搬も含めて支援していく。
　加えて、私が提唱し16年に発
足した「アジア健康構想」も、グ
ローバルヘルスの視点を持って推
進していくことが重要だ。同構想
では、アジアの高齢化の課題に対
応するため、日本の介護モデルの
輸出といった知見の活用やアジア
の介護人材の育成を進めている。
こうした動きは、UHC達成の課
題の一つとなっている医療サービ
スの質の向上にもつながっている。
例えば、同構想では（独）医薬品
医療機器総合機構（PMDA）の
国際部門の強化を支援している。
医薬品や医療機器の承認審査を行

うPMDAは、国際部門において
国内にアジア医薬品・医療機器ト
レーニングセンターを設けてアジ
ア各国の医薬品や医療機器の規制
当局の人材育成も行っている。今
後、センターの人員拡充やアジア
諸国へのPMDA職員の派遣など
を行う予定だ。また、アジア諸国
の規制当局責任者の会合を開催し、
医薬品規制における各国間の協調
を促すことも目指している。
同構想では他にも、アジア各国の
臨床治験に関する人材育成や機材
供与を通じて、感染症部門・非感
染症部門のネットワークを構築し
ていく予定だ。これらの取り組み
は新型コロナの治療薬やワクチン
の共同開発の基盤にもなり得る上
に、アジア各国間でグローバルヘ
ルスにおける共通認識や協調意識
を持たせていくことができる。と
いうのも、グローバルヘルスに取
り組む上では自国の知的所有権を
犠牲にしても開発途上国との連携
を図っていく姿勢が大事だ。ヘゲ
モニーを握ろうとしてはいけない。
その意味で、中国には責任ある役
割を求めつつ、将来的にはアジア
健康構想を通じて協力関係を深め
ていきたいと考えている。

日本版CDCを危機管理の要に

　日本は国内の危機管理体制の見
直しも欠かせない。その一環とし
て、米国の疾病予防管理センター
（CDC）のような組織を設けて、
最前線の疫学調査の実施と感染拡
大阻止のための技術力の蓄積を目
指してはどうか。（国研）国立国

際医療研究センター（NCGM）
が持つ感染症対策の機能と厚生労
働省所管の国立感染症研究所
（NIID）を組み合わせて、新た
な危機管理体制の要として日本版
CDCを作るのだ。
　その際には、十分な予算の確保
や疫学調査における権限強化など、
NIIDが現在持つ課題を踏まえる
必要がある。NIIDの今の予算は
10年前に比べると約３分の１が
削られている。このため、疫学調
査のエキスパートである実地疫学
専門家の育成も進んでいない。疫
学調査に関しても、NIIDの調査
権限は限られている。例えば、感
染症発生時、保健所の職員は店舗
への立ち入り調査などが認められ
ているが、NIIDの調査員は保健
所の職員に同行してもらわないと
調査できない。日本版CDCでは
調査員に保健所の職員と同等の権
限を持たせる必要がある。
　他にも、日本は新型コロナのよ
うな有事における政策決定の明確
なルール作りも必要だ。有事の際
にも民主主義の下、立法府が一定
のチェック機能を確保しつつ、バ
ランスのとれた政策決定が求めら
れており、政府は今まさにこの大
きな課題に挑んでいる。
　コロナ禍は感染症だけでなく、
政治や社会経済にも関わる問題だ。
政治・経済・社会のあらゆる面か
ら問題を解析し、今後の民主主義
や経済、国民の生活をどう守るか
を考えなければならない。グロー
バルヘルスも含めた包括的な視点
を持って対処していく必要がある。

国際保健規則の
徹底遵守が必要

日本はこれまで主要国首脳会議（サミット）などを通じてグロー
バルヘルスの取り組みを主唱してきた。グローバルヘルスと日
本の今後の課題について、保健医療分野における“政界のカ
タリスト”武見敬三議員に聞いた。

参議院議員 
自由民主党

武見 敬三氏

1995年参議院議員初当選後、現在５期目。厚生労働副
大臣などを歴任。自由民主党国際保健特別戦略委員長を
務める傍ら、19年より世界保健機関（WHO）のユニバー
サル・ヘルス・カバレッジ（UHC）親善大使も務めている

コロナ危機の教訓生かし、日本は国際協力
に貢献を
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